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分工場依存型地域産業の課題
富澤　拓志＊
Since	Massey	(1984)	analyzed	the	dependency	of	the	branch	plant	economy,	many	researchers	
have	pointed	out	its	instability	and	vulnerability	to	the	change	of	economic	circumstances.	How-
ever,	the	regional	development	policy	makers	still	have	a	strong	tendency	to	stick	to	the	promo-
tion	of	location	of	branch	plants	of	large	firms.	However,	the	tendency	to	the	globalization	of	in-
dustrial	location	and	the	economic	recession	nowadays	confront	us	with	the	difficulty	of	such	a	
policy.	Here	we	reexamine	the	problem	of	branch	plant	economy	and	show	some	recent	exam-
ples	of	the	location	adjustment	and	its	influence	on	an	economy	of	a	small	city	in	Kagoshima.
はじめに
昨今の世界的不況のもとで，各地で工場撤退が相次いでいる。これらの中には地域雇用を支える中心的
役割をしてきた工場もあり，そうした工場が撤退した地域においては，深刻な雇用危機が生じている。鹿
児島出水市で２件の大きな工場が閉鎖され，約1,000人が職を失うこととなったのはその一つの典型であ
る。
出水市をはじめとする出水地域には大きな工場地帯もなく，全国的に見れば製造業が希薄な地域といっ
てよい。このような地域では従来から目立った働き口はなく，これら２つの工場はこの地域の雇用を支え
る大きな柱であった。出水地域は機械工業など関連産業の裾野が広い業種をほとんど持たず，かつ大市場
となる大都市圏からも遠隔地である。全国のいわゆる「地方」にはこの出水地域のような地域が広く存在
しているが，こうした地域においても（いや，だからこそと言うべきか），企業誘致（すなわち地域外企
業の分工場の誘致）に雇用創出の大きな期待がかけられてきた。こうした地域の中には，誘致企業を中核
として地域の工業化を進めようという取り組みもあったが，そのほとんどはうまくいかず，工場数の増
加・成長は進まなかったし，工場数の増加が見られたところでも，新しく増えた工場は地域の既存産業と
の関連が低く，また地域住民が創業する地場型企業の発生につながっているところはほとんどない。そし
て，今回の景気後退に見られるように，雇用調整や工場撤退が発生した地域では，雇用の受け皿作りなど
の対応に追われることになる。このように，産業が希薄な地域では，企業誘致による産業化という戦略は
余り成功していないのが実情である。
もちろん，企業誘致が主導的な役割を果たして工業化に成功した地域も存在している。たとえば北上市
はその典型であろう。また，誘致した企業を中心にして地元資本の企業が増加して産業集積を形成した地
域は，長野県の諏訪・岡谷地域や坂城町，山形県の長井市など，決して少なくない。そしてまた，近隣に
関連産業がなく半ば孤立状態にありながらも操業を続けている企業も全国に点在している。
　 　
キーワード：分工場経済，外来型開発，シャープ亀山工場，鹿児島
　 　
＊本学経済学部・大学院経済学研究科准教授
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しかしながら，これらの「成功例」はそれ自体が企業誘致による工業化という手法の正当性を保証する
ものではなく，むしろそれらの事例を検討すると，外来の工業を地域に導入し，それを工業化に結びつけ
るための地域の側の主体性や戦略，継続的な努力というものが伺えるのである1。従って，企業誘致を地域
が行う場合には，それのみを単独で推進することは避け，地域経済の発展を総合的に配慮した上で，企業
誘致をその戦略に整合的な手段として組み込むことが必要となる。
こうした見解はすでに様々な論者が主張してきたことである2。しかし，現今の景気後退局面においては
鹿児島県内各地でも多くの工場の縮小・閉鎖が見られており，改めてその概念を整理し，意義を確認して
おくことは有益であろう。そこで，分工場及び誘致工場を核とする産業振興という戦略を再度整理し，今
日的経済環境の中で改めてこの可能性と対策の方向性を探るにあたり，本稿では，まず分工場経済が本質
的に持っている不安定性について確認しておくこととしたい。
以下では，まず，外来型開発と分工場経済の問題点を整理し，その例証として，シャープ亀山工場を中
心に，シャープの液晶パネル工場の立地戦略の変遷を検討する。次いで，亀山工場の事例で例証した大企
業の立地調整による撤退が，地域経済にとってどのような効果を持ったかを，鹿児島県出水市の例で検討
する。その後，鹿児島県の市町村について，分工場依存型であるか，その可能性について統計的に概観す
る。
外来型開発と分工場経済の問題
地域開発あるいは地域経済発展の方式は，大きく外来型開発方式と内発的発展方式とに分けることがで
きる。外来型開発（exogenous	development）は，宮本（2007）によって提唱された概念である。それに
よると外来型開発とは，「外来の資本（国の補助金をふくむ），技術や理論に依存して開発する方法」であ
り，その特徴は，（1）「それぞれの国の土着の文化に根ざす技術や産業構造などの経済構造を無視して，
先進工業国の最新の技術を導入し，その経済構造に追いつき追い越そうとするもの」であって，（2）「後
進地域に巨大な資本や国の公共事業を誘致し，それに地域の運命をあずけようというもの」である（Ibid.	
p.310）。
宮本は，この本の中で戦後「国土の均衡ある発展」の名の下で進められてきた全国総合開発計画が，実
際には経済効果に乏しく，住民福祉の改善につながらず，環境の破壊と公害を引き起こしたと指摘した。
1950年の国土開発法に端を発したこの計画では，1962年から５次にわたって全国的な産業の再配置と地域
開発事業が行われてきたが，とりわけ第１次には「拠点開発構想」，第２次では「大規模プロジェクト構想」
として，各地で大型の産業基盤整備が実施されてきた。その目的は，工業を各地に分散配置することに
よって，地域の基幹的な産業とすると同時に既成大工業地帯の過密を緩和することであった。このように，
「拠点開発構想」や「大規模プロジェクト構想」は，当時すでに進行しつつあった工業の分散立地傾向に
沿う形で，これらの工業立地が「地域開発の原動力」（「全国総合開発計画」）となることが期待されたの
である。
しかしながら，これらの計画は，必ずしも期待された成果を上げなかったばかりか，各地で公害を起こ
したり，立地反対の住民運動を引き起こしたりした。拠点開発構想は，図１に示されているような経路で，
地域に様々な軋轢をもたらしたのである。宮本は，こうした全総計画の問題点を次の５点にまとめて指摘
1	 	 たとえば北上市の誘致に関する戦略性については関・加藤（1994）を，島根県斐川町については関・横山（2004）を参照。
2	 	 たとえば産業集積論の立場から地方工業の存立条件を確保するという観点からは関・加藤（1994），地域経済学の立場から地域
の内発的発展を目指す観点からは宮本（2007），中村（2008）など，経済地理学の立場から地域産業のイノベーションシステム形
成という観点からは松原（2009）などがあげられよう。
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している（Ibid.	pp.312–316）。
（1）外来型開発は，進出する企業の資源利用が優先するので地元住民を主体とした環境保全や公害防止
の計画はあとまわしになる。
（2）戦後の臨海工業地帯は３大都市圏と瀬戸内に集中した。この地域は人口稠密地域である上に，素材
供給型で汚染物の量が多い産業が狭い範囲に短期集中的に立地したため公害が深刻化した。
（3）外来型開発の失敗は絶対的損失が発生し，社会的損失がおおきいということだけでなく，それに比
して地元に寄与する社会的便益が小さい3。試算によると臨海工業地帯は資源消費量が大きい割に付加
価値額や雇用量，税収などの面での寄与が小さい。
（4）拠点開発の主役は民間企業であり，民間企業は地域開発の全体計画にしたがうものではない。この
ため進出企業は地域産業との連関をほとんど持たず，地元経済への寄与が小さかった。さらに特定業
種の誘致に偏ると，産業構造の変動によって地域経済が大きな被害を受けることになった。
（5）計画から実行にいたるまで進出企業や国家が主導権をもつために，民主主義――地方自治の発展が
みられない。
この５つの指摘の中で本稿の主題と関わりが深いのは（4）と（5）である。進出企業は，多くの場合，
地域の既存産業を重要な協力工場として利用することはない。このため，地域産業に対する波及効果が小
さく，地域の既存産業の発展の契機ともならない一方で，進出企業自体の存在が大きいために，その動向
が地域にとって重要な関心事となる。このように，地域外からの進出企業によって支えられている地域の
経済は分工場経済と呼ばれ，地域経済学，経済地理学においてもその問題が指摘されている4。たとえば，
3	 	 「絶対的損失」とは「事後的な補償では不十分であり」，その防止には「損失のおこる行為を停止するか，予防しなければなら
ない」ものである。（1）人間の健康障害および死亡，（2）人間社会に必要な自然の再生産条件の復旧不能な破壊，（3）復元不能
な文化財，街並みや景観の損傷などのように，被害を原状回復できないような損失を指している（Ibid.	pp.120–121）。
4	 	 1960年代以降のイギリスで生じた分工場問題について体系的に分析したマッシィ（Massey	1984）は，本社と分工場との間で機
能分化が生じている場合を二通りに分け，分工場でも一定程度工程が完結している空間構造を「分工場型（クローン型）」，分工
産業基盤の公共投資集中 
素材供給型重化学工業の工場誘致 
関連産業の発展 
都市化・食生活など生活様式の変化 
( 米食中心→肉・魚・酪農製品・果物など多様な食生活 )  
周辺農漁村の農漁業近代化 
（米作→多角経営・養殖漁業） 
地域全域の財産（土地）価格・所得
水準の向上 
財政収入の増大 
生活基盤への公共投資・社会サービ
スの増大による住民福祉の向上 
企業・人口の分散 
過密・過疎問題の解決 
（1） 拠点開発の政府の論理 
公害・災害・自然破壊の増大 
地場産業との関連不足 
農漁業の衰退 
経済構造・財政のゆがみ 
（住民福祉の立ちおくれ） 
過密・過疎の進行 
（2） 拠点開発の現実 
工場誘致失敗 
産業基盤の公共投資集中 
重化学工業誘致 
財政危機 
補助金など陳情，エネル
ギー基地誘致あるいは
観光開発など 
地方自治の危機 
富の中央集中・大都市化 
図１　拠点開発の政府の倫理と現実
出典：吉田（2006）から宮本（1983＝1989）を再掲。
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分工場経済の問題について，中村（2008）では次のように問題が指摘されている（p.6）。
（1）地域に意志決定機能を持たないために，地域経済の運命が他律的な構造に変貌する。
（2）分工場が得た経済余剰の多くはその本社に流出してしまう。
（3）低熟練低賃金の職場が多い。
（4）地域からイノベーションを起こし，発展を持続させる仕組みが地域に生まれない。
（5）地域のほかの企業に仕事を分け，学習の機会を広げることがない。
（6）系列の違う事業所間に交流は生まれない。分工場は地域内分業に関心がない。
（7）生産誘発効果もイノベーション能力の強化への貢献も弱い。
（8）地元市場型産業の発展への波及も弱い→賑わいのある都市が生まれない。
また，松原（2008）によれば，チニッツ（�hinitz	1961）は大工場による地域支配が大きいほど新企業
の発生率が低く，逆に小工場の割合が高いところでは新企業発生率が高くなるという見解を示しているほ
か，マッシィとミーガン（Massey	and	Meegan	1982）は「閉鎖の決定が工場所在地から離れたところで
なされることも，分工場の閉鎖をおこりやすくしている」と指摘している。
このように見れば，企業誘致に応えて進出してきた工場の多くは，地域住民の立場からみると，現金収
入を得る場という位置づけ以上のものにはなりがたく，地域の自律的な経済発展のきっかけともなりえ
ず，地域経済には手っ取り早く量的な成長をもたらしてくれるが，しかし経済情勢の変化によっては，い
つまた閉鎖・撤退となるかわからないという存在となる。地域に不安定性を与える効果を持っているので
ある。
分工場の動向と地域経済
企業の立地調整が地域に与える不安定性は，地域経済に占める特定工場の比率が高くなるほど大きくな
ると考えられる。そこでこの節ではこの点について最近起きた立地調整の事例を概観し，分工場閉鎖が地
域経済に与える影響について検討することにしたい。
事例１：シャープ亀山工場
分工場経済の不安定性を傍証する例として，まず，企業の工場立地に関する判断が状況に応じて変化し
た事例を示そう（表１）。
2002年にシャープは液晶パネル・液晶テレビの開発・生産拠点として，三重県亀山市に工場を建設，
2004年から操業を開始した。この亀山工場の従業員数は2,000人から3,000人程度と推測される5。この工場
は，シャープが工場新設を計画していることを知った北川三重県知事（当時）が2000年初頭に誘致を決意
し，県と亀山市で総額135億円の立地補助金・税減免を打ち出すなどして，青森県や海外のシンガポール
など約10のライバルを抑え，誘致に成功したものである。
場が一部の工程にのみ特化して，経営・管理機能のみならず生産機能においても完結性を失っている空間構造を「部分工程型」
と分類している。マッシィは分工場型（クローン型）では管理機能に関する従属性が生じ，「部分工程型」ではさらに生産機能に
関する従属性が生じるとして区別しているが，本稿では特に言及しない限り，この両者を「分工場経済」の問題として取り扱う
こととする。
5	 	 いずれも資料根拠が明確ではないが，経済産業省産業構造審議会資料（経済産業省	2007）によれば，2005（平成17）年５月に
総従業員数が3,300名，またシャープが三重県に提出した地球温暖化対策計画書（三重県	2008）によれば，第２工場稼働直前の
2006年５月１日時点で従業員数が2,023人，同2008–2010年度計画では2008年４月に2,900人とされている。
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補助金の大きさばかりが目立った亀山工場の誘致ではあるが，シャープ亀山工場のサイトによれば，亀
山には関連拠点との近接性というメリットがあるという6。すなわち，シャープは三重県多気町，奈良県天
理市に液晶パネルの生産・開発拠点を持っており，亀山工場からは車で約１時間程度で行き来できる。ま
た，三重県には県が推進するクリスタルバレー構想があり，関連企業が近隣に立地している。従って社内
外の技術者間の交流が容易であり，その結果，研究開発が円滑化されるというのである。
しかし，シャープが亀山を選んだのは関連拠点との近接性の効果によるものだけではなかった。シャー
プは，液晶パネル生産の大型化を巡って韓国台湾メーカーと技術開発競争を行っていたのだが，この競争
において先端技術の国外流出を防ぐために国内での開発・生産を行うことに意義があるとされたのであ
る。シャープの谷善平副社長（当時）は次のように語っている7。
「国内で投資を続けることが，結果として技術の漏洩防止につながる。私の聞く限り，シャープでは液
晶技術者の流出は例がない。生産技術のように形のないものは特許に向かないので，盗まれないようブ
ラックボックス化する対策を進めている。重要設備は自社でつくるか，部分ごとに発注し，内部で組み立
てる。知的財産戦略も重視している。」
この亀山工場の立地は，工場の国外流出・空洞化が喧伝される製造業の「国内回帰」の嚆矢として注目
されたが，シャープの国内重視の姿勢は，2006年の記事でも伺うことができる8。
――液晶パネルをさらに増産するため，新しい工場の建設は視野にありますか。
「今まさに構想段階に入るところ。今年の年末までに決めればいいと思っている。より進化した工場を
建設しなければならないため，立地場所は海外でなく日本国内にこだわりたい」
このように，高度な研究開発体制が必要で，かつ機密保護を要する品種の生産については，国内外の費
用格差が大きくとも，国内に拠点を置くことが激しい技術革新競争を勝ち抜く上で必要とされていたので
ある。
さらにこうした立地上の優位性だけにとどまらず，亀山工場には工場自体の優位性もあるとされてい
6	 	 http://www.sharp.co.jp/kameyama/feature/index.html（2009年12月23日現在）
7	 	 朝日新聞大阪版2003年06月05日「日台補完，韓国と勝負　液晶パネルの「第５世代」以降狙い」
8	 	 朝日新聞大阪版2006年01月28日「（聞きたい語りたい）液晶トップ譲らない　シャープ・町田勝彦社長」
表１　シャープ亀山工場を巡る経緯
2000年初頭
三重県が新工場誘致に向け本格的に動き始める
青森県，シンガポールなど約10地域が誘致合戦
2002年２月 シャープが亀山工場の建設を発表
2002年３月 三重県が90億円の補助金を発表（15年分割）
2002年５月 亀山市が45億円の補助金を発表（５年分割）
2004年１月 亀山工場が稼働開始
2006年８月 亀山第２工場が稼働開始
2007年７月 シャープが堺市での新工場建設を発表
2009年２月 シャープ，赤字1,000億円，1,500人追加削減，亀山工場稼働４割
2009年５月 液晶パネルは堺に集約，亀山はテレビ組立を分担と片山社長が発言。
2009年８月
亀山第１工場の設備を中国企業に売却発表。液晶パネル現地生産へ転
換。（目標2011年）
出所：新聞報道等をもとに筆者作成。
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た。亀山工場は，「液晶パネルから液晶テレビまで工場内で一貫生産し，物流および生産・検査工程の合
理化を図った垂直統合型の画期的な最新鋭工場」であり，「独自の液晶技術とテレビ映像技術をひとつの
工場に集積化することで，開発設計の効率化を実現すると共にデバイスと商品のスパイラル効果を高め」
た工場である9。そこでは，液晶分野と映像分野の技術者が共同するだけではなく，開発と生産が同一拠点
にあることによって製品設計と製造の密接なすりあわせが可能となる。その結果，製品技術・生産技術の
双方で優位性を保てるというのであった。
ところが，亀山工場の優位性は第２工場の稼働開始後わずか１年で覆されてしまう。2007年７月に
シャープが大阪府堺市に新工場を建設することを発表したのである。同年４月に大阪府が最大150億円の
立地補助金を交付する企業立地促進条例を設置したばかりであった。さらに2009年８月には，旧世代のパ
ネル生産を消費地での「地産地消型」へ転換するという方針を受けて，亀山第１工場の設備を中国企業に
売却することが発表された。現在のところ，亀山工場では引き続き液晶パネルからテレビまでの生産を継
続するとされているが，すでに新世代パネル開発の主軸は堺工場に移っており，また旧世代パネルの生産
が中国に移管されることもあって，亀山工場の存在意義は大きく揺らぎつつある。実際，2009年４月24日
には片山幹雄社長が「日本からの輸出という方法は，もはや最先端の産業であっても困難だ」と語り，５
月14日には，第２工場の設備も海外移設して国内生産は堺工場に最終的に集約する方針であり，社長が
「日本市場は人口が減っており，工場は堺に一つあれば十分」と語ったとの報道がなされた10。こうして，
2002年の亀山進出決定から2009年までの約７年間の間に，亀山工場の位置づけは大きく変わったわけであ
るが，この背景にはいったいどのようないきさつがあったのであろうか。
一つ考えられることは，シャープの液晶パネル事業を取り巻く競争環境の変化にある。まず液晶パネル
は激しい大型化競争のさなかにあり，生産ラインを丸ごと入れ替える世代交代を短期間に繰り返さなけれ
ばならない。亀山第１工場のパネルは第６世代である。工場の操業を開始した頃は，韓国台湾メーカーに
比べて新工場の技術的優位性が高く，日本からの輸出も十分に採算に合う状況であった。しかし程なくし
てサムスンとソニーが共同で工場を新設し，第７世代の生産を開始する。これに対抗してシャープは亀山
第２工場を新設，第８世代の生産を開始したが，その１年後にはサムスンが第８世代の生産を開始して追
随，シャープはさらに対抗して堺工場で第10世代の開発・生産するという状況である。このような急速な
世代交代は液晶パネル価格の急速な低下を引き起こし，それに伴って日本から海外へ輸出するだけの価格
優位性も急速に失われていった。このため，旧世代パネルについては国内で生産する理由がなくなってし
まったのである。
またこのころ，リーマンショックに端を発した景気減速でテレビなどの売れ行きが減少し，シャープは
赤字転落し，在庫圧縮とコストダウンを急がねばならない状況となった。亀山工場が稼働率を４割にまで
落としたのはこの反映であるが，世界的な景気悪化に伴って進行した円高への対応も必要となり，設計や
調達なども海外に移すことになった。こうした結果，中核部品を国内生産し，海外の消費地ではそれを現
地仕様で組み立てるという方式から，すべてを現地で開発生産するという「地産地消」の方式に方針が切
り替えられたのである。
以上の展開は，亀山の立地優位性や亀山工場の先進性と言われているものが，企業の立地調整に際して
どれほどの効力を持つのかを疑わせるに十分であろう。関連拠点の近接性や技術のすりあわせといった有
利さが，亀山に立地を決定した要因であり，また亀山工場の生産組織の特徴であった。しかしながら，激
しい技術革新競争と景気動向はそうした要素を無化してしまうのである。
9	 	 「亀山工場とは　コンセプト」http://www.sharp.co.jp/kameyama/feature/concept/index.html
10	 朝日新聞大阪版2009年04月24日「亀山工場，曲がりカド　シャープ，液晶「国産主義」を転換　設備海外へ」および，毎日新
聞2009年05月14日「シャープ：亀山第２も海外移設　国内生産は堺工場に集約。」
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これと同様の現象は産業界全体にも当てはまる。2002年頃から2007年頃まで，シャープの亀山工場は日
本におけるものづくりの復権を象徴する存在となっていた。液晶テレビ「アクオス」の亀山ブランドブー
ムは，日本製品に対する根強い信頼の表れである。シャープの国内立地戦略は，グローバルに展開する大
企業であっても，技術革新における競争力強化のためには先端分野は日本国内に集約し，研究開発と設計
製造の緊密化を図らなければならないという説の例証とされ，国内生産の技術的優位性に基づく製造業の
「国内回帰」時代の到来を告げるものとされてきた。ところが，2008年秋以降は一転して中国などのアジ
ア諸国の市場的有望性と技術的なキャッチアップに目が向けられ，再び製造業の海外流出と空洞化の不安
が叫ばれるようになっている。
企業や産業界の論調が情勢に合わせて変化することはある意味で当然である。競争環境の変化はときに
素早く，経営者の予想を裏切ることがしばしばであるから，経営者の発言はその時々で変化し，朝令暮改
となることも状況を後追いして行動を合理化することも頻繁に起こる。問題は，工場を迎え入れる地域側
が立地に関するこうした後付けの理由を金科玉条として，企業誘致と産業振興政策の論拠とすることであ
る。企業とはそもそも臨機応変の存在であって，環境変化に柔軟に対応できない企業は長期には存続でき
ない。ところが，企業が立地する地域の側は，企業ほどに柔軟な対応はできない。雇用調整が起きても，
地方ではその受け皿となる新たな雇用先を見つけることはきわめて難しい。工場が撤退した跡地を埋める
次の事業所を誘致することもきわめて困難である。企業を誘致する側が企業の立地要因や経営戦略を重視
しなければならないのは当然ではあるが，しかしそれが地域の側から見て相対的に短期に変化しうるもの
であることもまた，十分に考慮しておかなければならない。シャープ亀山工場の事例は，数千億円をかけ
た大規模な工場であっても，長期に地域に立地し続けるとは限らないということを示している。
事例２：出水市における工場閉鎖の影響
ここでは，分工場に依存する経済が工場閉鎖によって被る影響について，現在進行中である出水市の事
例を見てみよう。
出水市では，2009年２月にパイオニア鹿児島工場が閉鎖され511人が退職した。次いで12月には隣接す
る NE� 液晶テクノロジー鹿児島工場が閉鎖され，正社員360人を含む約500人のうち，470人が職を失う
こととなった。
出水市は人口約５万７千人，全産業の従業者数は平成18年で22,465人である。うち製造業が4,678人と
21％を占める（表２）。平成19年の工業統計（表３）で見ると，従業者４人以上の事業所に限られるが，
電子産業が製造業従業者数の35％（1,634人），出荷額等の39％（約391億円）を占め，第１位である（第
２位は食料品の28％と19％）。製造事業所110のうち，わずか５事業所しかない電子産業がこれだけのウェ
イトを占めることからも，市の産業構造に占める両事業所の重要性がわかるが，両事業所の閉鎖によって，
電子産業の約1,600人のうち約1,000人（約60％，製造業全体の約20％）が失業したことになる。
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表２　出水市の産業別（大分類）事業所数及び従業者数（平成18年）
産業（大分類） 総　　数 構成比
事業所総数 従業者総数 事業所総数 従業者総数
全産業 2,675 22,465 100.0% 100.0%
農林漁業 43 294 1.6% 1.3%
鉱業 2 31 0.1% 0.1%
建設業 218 1,771 8.1% 7.9%
製造業 186 4,678 7.0% 20.8%
電気・ガス・熱供給・水道業 11 137 0.4% 0.6%
情報通信業 10 74 0.4% 0.3%
運輸業 44 944 1.6% 4.2%
卸売・小売業 798 4,359 29.8% 19.4%
金融・保険業 46 391 1.7% 1.7%
不動産業 56 109 2.1% 0.5%
飲食店・宿泊業 330 1,534 12.3% 6.8%
医療・福祉 205 2,944 7.7% 13.1%
教育・学習支援業 119 1,285 4.4% 5.7%
複合サービス事業 31 782 1.2% 3.5%
サービス業
（他に分類されないもの）
544 2,439 20.3% 10.9%
公務
（他に分類されないもの）
32 693 1.2% 3.1%
資料：事業所・企業統計調査（出水市のすがた：統計資料より）
表３　出水市の工業（従業者４人以上の事業所，平成19年）
出荷額の単位は万円
実　数 構成比
産業中分類 事業所数 従業者数 出荷額 事業所数 従業者数 出荷額
総数 110 4,727 10,082,836 100.0% 100.0% 100.0%
食料品 32 1,317 1,912,459 29.1% 27.9% 19.0%
飲料・飼料・たばこ 6 119 954,636 5.5% 2.5% 9.5%
繊維工業製品 ― ― ― ― ― ―
衣服・その他の繊維製品 5 153 122,104 4.5% 3.2% 1.2%
木材・木製品 8 47 51,051 7.3% 1.0% 0.5%
家具・装備品 2 11 x 1.8% 0.2% x
パルプ・紙・紙加工品 2 13 x 1.8% 0.3% x
出版・印刷・同関連品 5 89 67,648 4.5% 1.9% 0.7%
化学工業製品 1 34 x 0.9% 0.7% x
石油製品・石炭製品 1 6 x 0.9% 0.1% x
プラスチック製品 5 153 406,699 4.5% 3.2% 4.0%
ゴム製品 ― ― ― ― ― ―
なめし革・同製品・毛皮 ― ― ― ― ― ―
窯業・土石製品 6 75 164,544 5.5% 1.6% 1.6%
鉄鋼 1 27 x 0.9% 0.6% x
非鉄金属 ― ― ― ― ― ―
金属製品 12 192 224,053 10.9% 4.1% 2.2%
一般機械器具 10 235 266,642 9.1% 5.0% 2.6%
電気機械器具 1 179 ― 0.9% 3.8% ―
情報 4 291 728,593 3.6% 6.2% 7.2%
電子 5 1,634 3,914,772 4.5% 34.6% 38.8%
輸送用機械器具 1 134 x 0.9% 2.8% x
精密機械器具 1 6 x 0.9% 0.1% x
その他の製品 2 12 x 1.8% 0.3% x
資料：工業統計調査
「Ｘ」…秘匿した箇所
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表４　有効求人倍率の推移（平成21年，新規学卒を除き，パートタイムを含む全数）
月 鹿児島 熊毛 川内 宮之城 鹿屋 国分 大口 加世田 伊集院 大隅 出水 名瀬 指宿
有効求人倍率
1 0.53	 0.75	 0.45	 0.35	 0.50	 0.48	 0.39	 0.46	 0.44	 0.59	 0.45	 0.39	 0.53	
2 0.47	 0.68	 0.39	 0.38	 0.42	 0.44	 0.37	 0.45	 0.41	 0.56	 0.37	 0.36	 0.48	
3 0.43	 0.66	 0.33	 0.31	 0.42	 0.40	 0.33	 0.43	 0.41	 0.50	 0.27	 0.34	 0.45	
4 0.36	 0.51	 0.27	 0.25	 0.34	 0.33	 0.26	 0.37	 0.36	 0.36	 0.24	 0.27	 0.37	
5 0.31	 0.40	 0.25	 0.25	 0.29	 0.30	 0.25	 0.34	 0.33	 0.31	 0.22	 0.24	 0.40	
6 0.31	 0.33	 0.27	 0.26	 0.29	 0.32	 0.26	 0.37	 0.33	 0.33	 0.24	 0.23	 0.40	
7 0.33	 0.31	 0.29	 0.32	 0.31	 0.32	 0.26	 0.39	 0.40	 0.36	 0.30	 0.25	 0.41	
8 0.35	 0.36	 0.31	 0.34	 0.36	 0.32	 0.27	 0.40	 0.38	 0.37	 0.35	 0.24	 0.42	
9 0.37	 0.43	 0.32	 0.33	 0.44	 0.34	 0.26	 0.41	 0.40	 0.47	 0.30	 0.27	 0.38	
10 0.37	 0.44	 0.35	 0.36	 0.45	 0.35	 0.29	 0.45	 0.41	 0.55	 0.31	 0.26	 0.40	
順位
1 4 1 9 13 5 6 12 7 10 2 8 11 3
2 4 1 9 10 7 6 11 5 8 2 12 13 3
3 4 1 11 12 6 8 10 5 7 2 13 9 3
4 5 1 9 12 7 8 11 2 4 6 13 10 3
5 6 1 10 9 8 7 11 3 4 5 13 12 2
6 7 4 9 10 8 6 11 2 3 5 12 13 1
7 5 8 11 7 9 6 12 3 2 4 10 13 1
8 7 6 11 9 5 10 12 2 3 4 8 13 1
9 7 3 10 9 2 8 13 4 5 1 11 12 6
10 7 4 10 8 2 9 12 3 5 1 11 13 6
資料：鹿児島労働局職業安定部「労働市場月報かごしま」各月版
パイオニア工場の閉鎖によって，出水地域（出水市，阿久根市，出水郡）の有効求人倍率（新規学卒を
除き，パートタイムを含む全数）は，2009年１月の0.45倍から急速に低下し，５月には0.22倍と県下最悪
となり（表４），2009年度当初予算案では市税収入は49億8,138万円で前年度比9.0％減となった11。
一方，NE� の工場は1969年９月に設立，40年間にわたり地元経済に貢献してきた貴重な工場であった
が，本体の事業再編にあわせて業務を秋田工場へ統合し，ついに撤退ということになった。これが閉鎖さ
れる１月以降，出水地域の雇用状況はさらに悪化するものと懸念されている。この出水市の事例は，企業・
工場の直面する競争の厳しさと地域経済が少数・大型事業所に依存することの危うさとを示していると言
えよう。
またこのほかに，鹿児島県内での閉鎖・人員整理にはつながっていないが，鹿児島県内に立地している
企業の再編・機能集約も行われている。たとえば富士通インテグレーテッドマイクロテクノロジは，2007
年３月30日に，基盤ロジック製品の生産を薩摩川内市の九州工場に集約して，岐阜工場（美濃加茂市）の
ラインを廃止し，跡地を売却すると発表した。これは2009年３月までに行われるとしているが，その一方，
同社は2009年３月までに全国７工場で400人の派遣社員を雇い止めにすると発表した（2008年12月22日付
朝日新聞）。また，ソニーセミコンダクタ九州は，2009年３月末に長崎から霧島市へ製造移管すると報道
されている（日経エレクトロニクス，2009年１月22日）。これらの事例からは，大企業が全国の事業所の
中で常に事業を配分して立地調整を行っている様子がうかがえる。
11	 毎日新聞2009年02月24日「出水市：新年度当初予算案　前年度比0.8％増，229億8,800万円」
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鹿児島県内の分工場経済
ここまで述べてきたように，分工場経済とは，特定の分工場に地域経済が依存し，その企業の業績や意
志決定に地域経済の動向も従属させられている状態を指す。この意味で，ある地域が分工場経済であるか
どうかを検討するには，本来は，その分工場の経営・管理機能が本社からどの程度独立しているかや，そ
の分工場が地域内にどのような分業構造を持っているか，またどのように労働を組織しているかなどを見
極める必要があろう。しかし，まずその外形的な特徴としては，少数の分工場が地域産業の大きなウェイ
トを占めていることが少なくとも必要であろう。そこで本稿では，第一次近似として，工業統計と事業所・
企業統計から市町村別の経済規模と企業規模との関係について検討してみた（表５）。
表５は2006（平成18）年の鹿児島県内市町村別の従事者数を見たものである。表中「全従業者数」は第
１次産業から第３次産業までのすべての従業者数を示している。「企業規模が最大の業種」と「その業種
の平均企業規模」は，産業中分類の業種別に事業所あたり従業者数（平均企業規模）を出し，それが最も
大きい業種を記載したものである。そして「全産業に占める割合」は，「全従業者数」に対する「その業
種の平均企業規模」の割合（パーミリ）を示している。
本来であれば，市町村ごとに規模の大きな事業所が全従業者数に占めるシェア（集中度）を見るべきで
あるが，データ上の制約から，業種単位で従業者規模を出し，その全従業者数に占めるシェアを見ている。
したがって，際だって大きな事業所が存在していても，同一業種に小規模事業所が複数存在していれば，
その業種の「平均企業規模」は小さく出てしまうという問題がある。したがって，市町村の規模が大きく
なるほど，「平均企業規模」は小さくなりやすいという傾向がある。しかしながら，比較的小さな自治体
を対象としている限りは，あくまでも第一次近似として特徴的な市町村を絞り込むには一定の有効性を持
つと考えられる。
表５に示している市町村の順位は，「全産業に占める割合」の大きさによっている。これによると，大
口市が95.25‰とぬきんでており，次いで湧水町（58.16‰），大和村（40.97‰），宇検村（37.47‰）などとなっ
ている。大和村には国分電機子会社の国分電機大和が，宇検村には奄美大島酒造があり，この存在が表れ
ているものと考えられる。
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表５　全産業従業者数に対する企業１社の占める割合（推定値）
順位 市町村 全従業者数
（人）
企業規模が最
大の業種
その業種の平均
企業規模（人）
全産業に占め
る割合（‰）
1 大口市 9,659 非鉄 920.0 95.25
2 湧水町 4,350 電子 253.0 58.16
3 大和村 537 電気 22.0 40.97
4 宇検村 774 飲料 29.0 37.47
5 蒲生町 2,327 電子 80.0 34.38
6 十島村 179 食料 4.0 22.35
7 菱刈町 2,370 衣服 43.0 18.14
8 さつま町 10,607 電気 184.8 17.42
9 加治木町 9,446 電子 162.0 17.15
10 垂水市 5,921 衣服 93.5 15.79
11 龍郷町 2,197 機械 33.0 15.02
12 和泊町 2,717 食料 37.0 13.62
13 南大隅町 3,023 衣服 39.0 12.90
14 肝付町 6,183 衣服 79.5 12.86
15 喜界町 3,010 飲料 38.5 12.79
16 阿久根市 9,703 電子 116.5 12.01
17 出水市 22,465 電子 261.8 11.66
18 錦江町 3,154 衣服 36.0 11.41
19 霧島市 55,769 電子 633.7 11.36
20 伊仙町 1,665 食料 18.5 11.11
21 中種子町 3,231 食料 32.3 9.98
22 日置市 18,488 精密 166.0 8.98
23 東串良町 2,395 金属 21.5 8.98
24 長島町 3,278 衣服 28.5 8.69
25 南九州市 15,710 機械 133.5 8.50
26 南さつま市 14,999 電子 126.6 8.44
27 大崎町 5,074 機械 36.5 7.19
28 志布志市 13,388 電気 88.5 6.61
29 南種子町 2,768 化学 18.0 6.50
30 いちき串木野市 12,803 非鉄 80.0 6.25
31 姶良町 11,038 食料 67.2 6.09
32 薩摩川内市 44,686 電子 250.2 5.60
33 曽於市 14,736 繊維 82.0 5.56
34 屋久島町 6,056 窯業 31.6 5.22
35 枕崎市 9,936 窯業 51.0 5.13
36 与論町 2,209 食料 10.8 4.87
37 鹿屋市 42,477 電子 186.3 4.38
38 天城町 2,324 食料 9.8 4.20
39 西之表市 6,538 窯業 19.8 3.02
40 瀬戸内町 3,944 繊維 11.0 2.79
41 徳之島町 5,489 食料 15.3 2.78
42 知名町 2,337 印刷 6.0 2.57
43 指宿市 17,759 電子 41.0 2.31
44 奄美市 19,537 化学 18.0 0.92
45 鹿児島市 278,234 電子 51.5 0.19
46 三島村 133 なし 0.0 0.00
鹿児島県「鹿児島県の工業（平成18年）」および「平成18年事業所・企業統計」より算出
― 34 ―
地域総合研究　第37巻　第２号（2010年）
  大口市
  湧水町
  さつま町
  出水市
  霧島市
  薩摩川内市
  鹿屋市
0
100
200
300
400
500
600
700
800
900
1000
0 10000 20000 30000 40000 50000 60000
全従業者数（人）
?????????
グラフ１　全産業に占める業種別最大平均企業規模
規模の比較的大きな自治体に焦点を当てるために，全従業者数と平均企業規模で散布図をプロットした
のがグラフ１である12。これを見ると，大口市，霧島市，薩摩川内市，鹿屋市，出水市，湧水町，さつま
町などが表れてくる。薩摩川内市や鹿屋市は事業所規模が大きいものの，全従業者数も大きいため，割合
としては比較的低く表れている。一方，先に取り上げた出水市はこれら２市に比べると全従業者数が小さ
く，大型事業所の影響が強く出やすい構造があると見ることができる。
このほか，「全産業に占める割合」が出水市と近い霧島市も，出水市と類似の産業構造を持っている市
である（表６）。霧島市は，従業者総数に占める製造業の割合は約20％と県下では製造業の盛んな市であ
る。霧島市の主要企業にはソニーセミコンダクタ九州と京セラの２工場があり，いずれも電子工業である。
この点を2007（平成19）年の工業統計で確かめてみると，製造業のうち電子工業が占める割合は，総事業
所数164に対して17と10.4％にすぎないのに，従業者数では総数13,098人に対して8,884人と実に67.8％を占
めている。業種別の事業所あたり従業者数で比べても，電子工業は522.6人で第１位，２位が情報の142.0
人，３位が機械の82.1人であるからその大きさが推測できよう。
また，大口市には，住友金属鉱山所有の菱刈鉱山と子会社の大口電子があるが，表５はこれらの存在が
大口市にとってきわめて大きいことを示唆している。このほかにも，湧水町にはヤマハ鹿児島セミコンダ
クタが，さつま町には日本特殊陶業があるなど，表５の上位であり，かつグラフ１で目立って表れている
市町村には，おおよそ，地域を代表するような分工場が立地しており，その影響下にあると見ることがで
きよう。これらの中でも，ヤマハ鹿児島セミコンダクタや日本特殊陶業には人員削減の報道もあり，今回
の景気後退でもすでに一定の影響が出ていると考えられる。
まとめ
以上，本稿では分工場経済が抱える本質的な不安定性について検討した。競争環境の変化に臨機応変に
12	 鹿児島市は規模が突出しているのでグラフからは除いている。
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対応する企業の行動に対して，その立地を引き受ける側である地域は十分弾力的に対応できない。このた
め，特定工場への依存が強ければ強いほど，その工場の雇用調整や閉鎖が生じた時の影響が大きくなる。
製造業の集積が希薄な地方の市町村においては，数百人規模の工場であっても地域を代表する大工場とな
りやすく，それだけに大型の工場誘致はその地域の経済を分工場経済へと一気に引き込むおそれがあるの
である。
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製造品出荷
額等
（万円）
粗付加価値
額
（万円）
事業所数 従業者数 製造品出
荷額等
粗付加価
値額
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（人）
製造品出荷
額等
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出所：鹿児島県の工業（平成19年版）　平成19年工業統計
x は秘匿数
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